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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第３四半期
連結累計期間

第61期
第３四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （千円） 45,239,106 46,201,000 61,042,811

経常利益 （千円） 2,537,923 1,570,682 3,839,009

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,724,635 1,051,425 3,037,745

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 650,230 1,283,188 2,727,672

純資産額 （千円） 32,908,464 35,839,932 34,988,639

総資産額 （千円） 48,323,398 51,762,006 52,213,531

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 19.77 12.04 34.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 19.71 12.02 34.72

自己資本比率 （％） 68.1 69.2 67.0

 

回次
第60期
第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 3.14 △2.96

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は、平成29年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いましたが、第60期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額を算定しております。

４．第60期及び第61期第３四半期の、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額の算定に用いられた「普通株式の期中平均株式数」の算出に当たり、「株式給付信託（J-

ESOP）導入において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する当社株式を自己株

式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、欧米諸国において底堅い雇用環境と個人消費を背景に景気回復

基調が続いております。中国でも民間投資や輸出の増加、堅調な個人消費等により安定的な成長基調にあるもの

の、過剰な生産能力の調整等による減速も懸念されます。国内では、企業収益や雇用環境の改善等を背景に景気は

緩やかな回復基調が続いております。

スポーツ用品業界においては、アジアを中心とした新興国におけるスポーツ人口の増加傾向が見られる一方で、

グローバル市場における競争は激化しており、引き続き厳しい市場環境が続いております。

このような経営環境の中、当社グループは「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」の経営理念のもとに

「ものづくり」への真摯な取り組みを継続するとともに、その製品をより多くのお客様にお届けすべくグローバル

展開への取り組みを進めております。

売上については、中国では現地販売子会社を通じた販売網構築を進めましたが、在庫調整の影響で伸びが減速し

ました。日本では、バドミントンにおける日本人選手の国際大会での活躍や新製品の発売等により概ね堅調に推移

しました。欧米では、バドミントンが堅調に推移したことに加え、新製品の発売や契約選手の活躍が奏功しテニス

用品の売上が伸張しています。

この結果、当第３四半期連結累計期間における連結売上高は462億１百万円（前年同四半期比2.1％増）と増加し

ました。

利益については、品目別販売構成比の変化、国内新工場の稼働に伴う製造コスト増及び前年同四半期に比べて円

安に推移した為替変動に伴う輸入原材料や商品の調達コスト増等による売上総利益率の低下が影響し、営業利益は

14億59百万円（前年同四半期比47.1％減）、経常利益は15億70百万円（前年同四半期比38.1％減）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は10億51百万円（前年同四半期比39.0％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①［スポーツ用品事業］

イ．［日本］

国内ではバドミントンにおいて、競技用チームウェア、シューズ、シャトルコック、ストリング等の売上が

増加となりましたが、ラケットは前年同四半期比で横ばいとなりました。また、海外代理店向け輸出・仲介で

は、テニスラケット、シューズ等の売上が増加しましたが、バドミントンラケット、ストリング等が減少し、

合計では前年同四半期比微増となりました。

一方、利益については販売構成比の変化、円安の影響等による売上総利益率の低下、将来を見据えた選手契

約の獲得や大会協賛等による広告宣伝費の増加により減益となりました。

この結果、売上高は292億28百万円（前年同四半期比2.4％増）、営業利益は２億71百万円（前年同四半期比

76.0％減）となりました。

ロ．［北米］

北米販売子会社では、テニスにおいて地元若手契約選手の活躍によるヨネックスブランドへの注目度の高ま

りや新製品発売効果により、テニス用品の売上が伸張したことに加え、バドミントン用品の売上が堅調に推移

したことで前年同四半期比増収となりました。利益については、取引価格の見直しによる売上総利益率の改善

もあり増益となりました。

この結果、売上高は14億97百万円（前年同四半期比12.6％増）、営業利益は１億18百万円（前年同四半期比

109.2％増）となりました。
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ハ．［ヨーロッパ］

ヨーロッパ販売子会社では、新製品効果もありバドミントンラケットの売上が伸張したことに加え、テニス

では、契約選手の活躍に加え、新製品投入との相乗効果により売上を伸ばした結果、前年同四半期に比べ増収

となりました。利益については、売上総利益の増加、販管費の節減により、増益となりました。

この結果、売上高は17億88百万円（前年同四半期比8.2％増）、営業利益は42百万円（前年同四半期は17百

万円の営業損失）となりました。

ニ．［アジア］

中国販売子会社では、当連結会計年度初頭からのバドミントン市場の減速と、それに伴う在庫調整により

シューズを除くバドミントン用品の売上が前年同四半期に比べて減少しました。台湾子会社では、製造部門で

ラケットの生産量は微減となり、販売部門でも競争環境激化により台湾国内向けバドミントン用品の売上が減

少したものの、為替換算により合計では前年同四半期比で横ばいとなりました。利益については、中国におけ

る販売構成比の変化及び在庫適正化への取り組みによる売上総利益率の低下が影響し減益となりました。

また、インド製造子会社についても当年４月より製造を開始し、生産体制の強化や需要の創出に向けた取り

組みを実施しているものの、費用が先行しているため利益の下押し要因となりました。

この結果、売上高は132億42百万円（前年同四半期比0.1％減）、営業利益は11億50百万円（前年同四半期比

24.0％減）となりました。

これらの結果、各地域セグメントを合計したスポーツ用品事業の売上高は457億57百万円（前年同四半期比

2.2％増）、営業利益は15億83百万円（前年同四半期比41.0％減）となりました。

②［スポーツ施設事業］

スポーツ施設事業の中核をなすヨネックスカントリークラブでは、インターネット予約の強化、オープンコン

ペやイベントの開催等集客への取り組みに注力したものの、長雨や例年より早い降雪により、売上は前年同四半

期に比べ減少した一方、利益については経費節減により増益となりました。

この結果、スポーツ施設事業の売上高は４億43百万円（前年同四半期比2.3％減）、営業利益は80百万円（前

年同四半期比8.8％増）となりました。

（注）セグメント別の記載において、売上高については、「外部顧客への売上高」について記載し、営業損益につ

いては、「調整額」考慮前の金額によっております。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億45百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 93,620,800 93,620,800
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 93,620,800 93,620,800 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 93,620,800 － 4,706,600 － 7,483,439

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,130,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,482,600 874,826 －

単元未満株式 普通株式     8,200 － －

発行済株式総数         93,620,800 － －

総株主の議決権 － 874,826 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権の数80個）

含まれております。

２．上記「完全議決権株式（自己株式等）」のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している「株式給

付信託（J-ESOP）」導入において設定した資産管理サ－ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）保有の当社

株式が180,000株あります。

なお、当該株式数は上記「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ヨネックス株式会社
東京都文京区湯島

三丁目23番13号
6,130,000 － 6,130,000 6.55

計 － 6,130,000 － 6,130,000 6.55

（注）上記のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定し

た資産管理サ－ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）保有の当社株式が180,000株あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員
営業本部副本部長
海外営業統括
YONEX CORPORATION
取締役社長

取締役

執行役員
営業本部副本部長
海外営業統括
海外営業部長
YONEX CORPORATION
取締役社長

海老原　宏明 平成29年11月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,865,392 8,867,856

受取手形及び売掛金 11,859,172 ※１ 12,303,516

商品及び製品 5,673,986 6,495,587

仕掛品 1,267,912 1,368,920

原材料及び貯蔵品 1,023,528 1,011,833

繰延税金資産 719,339 651,256

その他 1,045,345 1,451,438

貸倒引当金 △42,908 △53,443

流動資産合計 32,411,770 32,096,965

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 5,673,587 5,706,572

土地 8,079,819 8,095,854

その他（純額） 2,854,354 2,762,857

有形固定資産合計 16,607,761 16,565,283

無形固定資産 442,796 425,047

投資その他の資産   

投資有価証券 133,443 160,992

長期預金 512,190 513,000

繰延税金資産 1,706,923 1,626,431

その他 399,496 375,811

貸倒引当金 △850 △1,527

投資その他の資産合計 2,751,203 2,674,708

固定資産合計 19,801,761 19,665,040

資産合計 52,213,531 51,762,006
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,371,152 3,325,170

未払金 1,472,899 1,538,867

短期借入金 － 27,678

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 565,555 ※２ 565,555

未払法人税等 731,426 117,401

未払消費税等 － 59,918

賞与引当金 828,347 289,223

その他 906,492 1,146,767

流動負債合計 7,875,873 7,070,583

固定負債   

長期借入金 ※２ 4,196,388 ※２ 3,772,222

退職給付に係る負債 3,194,950 3,119,728

役員退職慰労引当金 235,064 228,668

株式給付引当金 17,115 68,487

長期預り保証金 1,645,711 1,606,105

その他 59,788 56,277

固定負債合計 9,349,018 8,851,489

負債合計 17,224,892 15,922,073

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,706,600 4,706,600

資本剰余金 7,659,236 7,659,993

利益剰余金 24,878,239 25,492,731

自己株式 △1,364,436 △1,358,281

株主資本合計 35,879,640 36,501,044

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20,369 39,488

為替換算調整勘定 △417,624 △283,735

退職給付に係る調整累計額 △503,660 △424,906

その他の包括利益累計額合計 △900,916 △669,153

新株予約権 9,915 8,041

純資産合計 34,988,639 35,839,932

負債純資産合計 52,213,531 51,762,006
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 45,239,106 46,201,000

売上原価 25,431,804 27,475,515

売上総利益 19,807,301 18,725,485

販売費及び一般管理費 17,045,223 17,265,571

営業利益 2,762,077 1,459,913

営業外収益   

受取利息 14,119 18,646

受取賃貸料 11,628 14,975

為替差益 － 69,445

その他 23,161 31,119

営業外収益合計 48,910 134,186

営業外費用   

支払利息 9,755 9,642

売上割引 12,254 11,184

為替差損 240,985 －

その他 10,069 2,590

営業外費用合計 273,064 23,417

経常利益 2,537,923 1,570,682

特別利益   

新株予約権戻入益 － 624

特別利益合計 － 624

税金等調整前四半期純利益 2,537,923 1,571,306

法人税、住民税及び事業税 760,890 423,049

法人税等調整額 52,397 96,831

法人税等合計 813,287 519,880

四半期純利益 1,724,635 1,051,425

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,724,635 1,051,425
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,724,635 1,051,425

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,732 19,119

為替換算調整勘定 △1,175,710 133,889

退職給付に係る調整額 87,573 78,754

その他の包括利益合計 △1,074,404 231,762

四半期包括利益 650,230 1,283,188

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 650,230 1,283,188

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 142,951千円

 

※２　財務制限条項

借入金（平成27年３月26日締結のシンジケートローン契約）については、以下の財務制限条項が付されてお

ります。

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日

における連結の貸借対照表の純資産の部の金額又は平成26年３月期の末日における連結の貸借対照表の純資

産の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。

②各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日

における単体の貸借対照表の純資産の部の金額又は平成26年３月期の末日における単体の貸借対照表の純資

産の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。

③各年度の決算期における連結の損益計算書の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計上しないこと。

④各年度の決算期における単体の損益計算書の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計上しないこと。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

借入金残高 2,044,444千円 1,852,777千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 981,937千円 957,749千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日

定時株主総会
普通株式 228,818 (注)10.50 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

平成28年10月17日

取締役会
普通株式 218,077 10.00 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額（円）には、特別配当3.00円が含まれております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日

定時株主総会
普通株式 218,656 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

平成29年10月23日

取締役会
普通株式 218,726 2.50 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金

（注）１．当社は、平成29年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当該

株式分割は平成29年４月１日を効力発生日としておりますので、平成29年３月31日を基準日とする

配当につきましては、株式分割前の株式数を基準に実施しております。

２．平成29年６月20日定時株主総会に基づく１株当たり配当額については、基準日が平成29年３月31日

であるため、平成29年４月１日の株式分割は加味しておりません。

３．平成29年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額０百万円が含まれております。

４．平成29年10月23日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額０百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

 スポーツ用品事業 スポーツ

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
28,545,946 1,330,616 1,653,623 13,254,727 44,784,914 454,191 45,239,106 － 45,239,106

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

6,695,239 1,173 2,170 2,954,946 9,653,531 22,269 9,675,800 △9,675,800 －

計 35,241,185 1,331,790 1,655,794 16,209,674 54,438,445 476,461 54,914,906 △9,675,800 45,239,106

セグメント利益

又は損失（△）
1,133,340 56,483 △17,988 1,514,498 2,686,333 73,888 2,760,222 1,855 2,762,077

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額1,855千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

 スポーツ用品事業 スポーツ

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
29,228,744 1,497,789 1,788,831 13,242,092 45,757,458 443,542 46,201,000 － 46,201,000

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

6,995,128 259 5,561 2,642,964 9,643,914 22,398 9,666,312 △9,666,312 －

計 36,223,872 1,498,049 1,794,392 15,885,057 55,401,372 465,940 55,867,313 △9,666,312 46,201,000

セグメント利益 271,873 118,139 42,912 1,150,937 1,583,862 80,387 1,664,250 △204,336 1,459,913

（注）１．セグメント利益の調整額△204,336千円は、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額等でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 19.77円 12.04円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
1,724,635 1,051,425

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,724,635 1,051,425

普通株式の期中平均株式数（千株） 87,216 87,304

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 19.71円 12.02円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（千株） 275 180

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１．当社は、平成29年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額を算定しております。

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定において、「株式給付信

託（J-ESOP）導入において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する当社株式を

自己株式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数（当第３四半期連結累計期間179,980

株）を控除しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成29年10月23日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………… 218,726,990円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………… 2.50円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成29年11月30日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

ヨネックス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 由水　　雅人　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 武井　　雄次　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヨネックス株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヨネックス株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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